
 

 

 

 

 

 

平成２８年度 

広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動

に関する主な施策の推進状況 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年９月 

広   島   県 

 

  



- 1 - 
 

１ 平成２８年度の取組状況 

○ 「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動行動計画（平成 28年度～32年度）」

（平成 27年 10月策定）に基づき，「災害死ゼロ」という目標に向け，関係機関が   

主体的な取り組みを進めた。 

 

○ 平成 28年度においては，平成 27年度に引き続き，「５つの行動目標」の起点と  

なる，「知る」取組を集中的に行うこととし，報道機関との連携強化や減災ポータル

サイトを活用した防災情報発信機能の充実・強化を図ったほか，新たに，企業を  

直接訪問して，従業員への防災教育の実施を働きかけるなど，企業による「知る」

取組の推進に取り組んだ。 

 

○ また，運動を進める上での課題の抽出や，その解決方策の検討のため実施した  

県民意識調査の結果を，有識者により行動心理学と防災の観点から分析の上，新た

な取組の構築などに結びつけた。 

 

≪目標及び目指す姿等≫ ～行動計画から抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 すべての県民や自主防災組織等が、普段から災害に備え、いざというと
きには、命を守る行動をとることができるよう、県民一人一人が必要な知
識の習得や、状況に応じた適切な行動力を身につけ、県内各地域で助け合

える体制づくりが進んでいる 

「自然災害による死者ゼロ」の実現 

目
指
す
姿 

目標 

５つの行動目標 

(災害から命を守るための行動) 

(1) 身の周りの災害危険箇所などを「知る」 

(2) 災害発生の危険性をいち早く「察知する」 

(3) 自ら判断して適切に「行動する」 

 

(普段から災害に備えるための行動) 

(4) 防災教室や防災訓練などで「学ぶ」 

(5) 非常持出品を準備するなど災害に「備える」 

取組の考え方 

達成すべき５つの行動目標（※） 

正しく恐れ｢災害死ゼロ｣を目指す 

災害の危険性などを｢知る｣ことから始める 

訓練を繰り返すなど「実践する」 
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２ 行動目標ごとの指標及び主な取組 

（１）身の周りの災害危険箇所等を「知る」 
 

指  標 Ｈ26 
Ｈ28実績値 

(Ｈ28目標値) 
Ｈ32目標 

災害の種類に応じた避難場所・避

難経路を確認している人の割合 
13.2％ 

60.5％ 

（46.1％） 
60.0％ 

 

  ア 県民や自主防災組織等にとっていただきたい行動 

○ 災害の種類に応じた，災害の危険性，災害危険箇所の確認 

○ 災害の種類に応じた，避難場所，避難経路の確認 

 

 行動をとるために「知る」事柄 

 ➢ 災害の種類に応じた，災害危険箇所，避難場所，避難経路 など 

 

  イ 自主防災組織等による主な取組 

    地域や行政と連携し，まちあるきや防災マップの作成等を通じて，地域の災害 

危険箇所，避難場所や避難経路などの確認を行った。 

 

  ウ 県による主な取組 

   ○ 全県民を対象とした「一斉防災教室（5/16～6/6）」を実施し，災害危険箇所，

避難場所，避難経路の確認を促進した。（約 52万人参加） 
 
   ○ また，報道機関と連携し，テレビ・ラジオ等を通じた定期的な広報を実施し，

これらの確認を促した。 

 

（２）災害発生の危険性をいち早く「察知する」 

 

指  標 Ｈ26 
Ｈ28実績値 

(Ｈ28目標値) 
Ｈ32目標 

県，市町の防災情報メールを登録

している人の割合※ 
8.4％ 

11.3％ 

（16.7％） 
40.0％ 

 ※ 県及び市町の「防災情報メール」への登録件数を 20 歳以上の人口で割った数値 

 

  ア 県民や自主防災組織等にとっていただきたい行動 
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○ 防災情報メールの登録 

○ 気象情報，防災情報の入手手段の確保 など 

 

 行動をとるために「知る」事柄 

 ➢ 災害発生の危険性を知らせる情報・災害の前触れの意味やその入手方法等 

 

  イ 自主防災組織等による主な取組 

    災害発生の危険性を察知した時や，行政等が発表する防災・避難情報を入手 

した時には，固定電話に携帯電話を加えた情報伝達連絡網に加え，近隣への避難 

を呼びかけるなど，地域内への伝達体制の構築に取り組んだ。 

 

  ウ 県による主な取組 

   ○ 広報誌，広報番組，防災イベント等を通じて防災情報メールの登録を呼びか

けた。 
 
   ○ 防災 Webやテレビのデータ放送等，あらゆる情報伝達手段による防災・避難

情報等の周知に努めた。 

 

（３）自ら判断して適切に「行動する」 

 

指  標 Ｈ26 
Ｈ28実績値 

(Ｈ28目標値) 
Ｈ32目標 

防災教室・訓練への参加者割合 35.1％ 
36.8％ 

（41.8％） 
60.0％ 

 

  ア 県民や自主防災組織等にとっていただきたい行動 

○ 災害の種類に応じた，早めの適切な避難行動 

○ 隣近所での声掛け，助け合い 

○ 防災訓練への参加 など 

 

 行動をとるために「知る」事柄 

 ➢ 避難方法(垂直避難を含む。）など，災害発生時の状況に応じた適切な行動 

の種類等 

 

  イ 自主防災組織等による主な取組 

    防災訓練や防災研修会を開催した他，地域の各種団体と連携して地域の特性を 

踏まえた防災訓練を実施した。 
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  ウ 県による主な取組 

   ○ 全県民を対象とし，地震・津波を想定し，地震発生時において身を守るため

の「一斉防災訓練（11/4）」を実施した。（約 64万人参加） 
 
   ○ 報道機関等と連携し，災害時の適切な行動等について周知した。 
 
 

（４）防災教室や防災訓練などで「学ぶ」 

 

指  標 Ｈ26 
Ｈ28実績値 

(Ｈ28目標値) 
Ｈ32目標 

防災教室・訓練への参加者割合 35.1％ 
36.8％ 

（41.8％） 
60.0％ 

 

  ア 県民や自主防災組織等にとっていただきたい行動 

○ 防災教室や，防災訓練に参加 
 
 行動をとるために「知る」事柄 

 ➢ 現在知っていることは最新か，不足している情報はないか 

 ➢ どこでどんなことが学べるか など 

 

  イ 自主防災組織等による主な取組 

    とんどでの消火訓練や炊き出しなど，地域で日常的に行われている行事に合わ 

せた防災訓練を実施した。 

 

  ウ 県による主な取組 

   ○ イベント会場や商業施設等において，「みんなで減災」推進大使による気象

や防災に関する講演会や防災教室等を実施した。 
 
   ○ 「ひろしま土砂災害を知る・学ぶ・伝える」ポータルサイトを開設し，地域

の災害伝承の取組を支援したほか，「砂防出前講座」を実施した。 
 
 

（５）非常持出品を準備するなど災害に「備える」 

 

指  標 Ｈ26 
Ｈ28実績値 

(Ｈ28目標値) 
Ｈ32目標 

非常持出品を用意している人の

割合 
52.8％ 

67.6％ 

(65.9％以上) 
60.0％ 

自主防災組織率※1 84.8％ 
91.8％※2 

(91.5％) 
95.0％ 

 ※1 県内市町への個別調査による数値  ※2 速報値 
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  ア 県民や自主防災組織等にとっていただきたい行動 

○ 非常持出品の準備，家具の転倒防止等 

○ 家族間・住民同士の連絡体制の整備 

 

 行動をとるために「知る」事柄 

 ➢ どのようなことに「備える」必要があるか 

 ➢ 備える方法，どこで備えることが可能か など 

 

  イ 自主防災組織等による主な取組 

   ○ 避難場所までの避難が困難な場合などに備えて，地域で一時緊急退避施設

（商業施設，駐車場，マンション，社宅等）の確保を進めた。 
 
   ○ 会合などの機会を捉え，非常持出品（非常持出袋）の備えを呼びかけた。 

 

  ウ 県による主な取組 

    協賛企業・団体の協力を得て，「みんなで減災」備えるフェアを開催（※）し， 

ホームセンターなどの生活に身近な場所において，非常持出品の特設コーナーを 

設置するなど，非常持出品として備えるべきものや，ローリングストック法と 

いった備え方の工夫などを周知した。 

 （※）平成 28 年８月 27 日（土）～９月 11 日（日）32 企業・団体（1,604 店舗） 

    平成 29 年３月４日（土）～３月 20 日（日・祝）33 企業・団体（2,168 店舗） 
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３ 広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動推進会議構成機関の主な取組 

 

（１）身の回りの災害危険箇所等を「知る」 
 
 〔自主防災組織，県消防協会，県女性防火クラブ等〕 

    地域や行政と連携し，まちあるきや防災マップの作成等を通じて，地域の災害 

危険箇所，避難場所や避難経路などの確認を働きかけた。〔再掲〕 

 〔県社会福祉協議会〕 

    市町社協が実施する災害ボランティア講座等を通じて，ハザードマップの活用 

方法を周知した。 

 〔広島大学〕 

    学内電子掲示板やメールに，広島県防災 Web，ハザードマップや県民総ぐるみ 

   運動ポータルサイト等のＵＲＬを記載することにより，災害危険箇所を知るため 

   の情報を周知した。 

 〔県私立中学高等学校協会〕 

    主催する会議や行事等の機会において，会員に対して，災害危険箇所，避難場 

所，避難経路の確認等を呼びかけた。 

 〔不動産事業者〕 

    会員事業者において，不動産取引等の際に，ハザードマップ等により災害危険 

   箇所などの情報を周知した。 

 〔県医師会・県歯科医師会，県バス協会〕 

    医療機関の待合室や公共交通機関の車内等にハザードマップやポスター等を 

掲示し，災害危険箇所，避難場所等の確認の呼びかけを行った。 

 〔県商工会議所連合会，県農業協同組合中央会，通信事業者等〕 

    事業者団体は会員事業者に対し会議や研修会等の機会を利用しながら，事業者 

   は従業員に対しイントラネット等を活用しながら，各主体がそれぞれの方法で， 

災害危険箇所，避難場所等の確認を働きかけた。 

 〔放送事業者〕 

  ○ テレビ・ラジオの番組等において，防災・減災，気象に関する情報や県の防災 

に関する取組等の情報を，日頃のニュースや防災企画等で提供した。 

  ○ 冊子「私だけの防災ハンドブック」を作成してイベント等で配布し，またホー 

ムページにも掲載して，広く防災に関する情報を提供した。（広島エフエム放送 

（株）） 

 〔中国地方整備局〕 

    イベントにおいて，降雨体験機や３Ｄ土石流体験装置などを使用した災害の疑 

   似体験等の機会を創出した。 

 〔市町〕 

  ○ 土砂災害警戒区域等の指定等を受けて更新した土砂災害ハザードマップを各 

戸配布したほか，転入者に対してハザードマップを配布することにより，災害危 

険箇所，避難場所等を周知した。 
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  ○ 防災出前講座や広報誌等で，ハザードマップや県防災 Webによる災害危険箇所 

の確認方法等の周知を行った。 

 〔県教育委員会〕 

    ハザードマップ等を活用し，災害危険箇所，避難場所・避難経路を確認するよ 

う周知した。また，避難訓練等を行った後には，避難場所・避難経路等の見直し 

を実施するよう指導した。 

 〔県〕 

  ○ 全県民を対象とした「一斉防災教室（5/16～6/6）」を実施し，災害危険箇所， 

避難場所，避難経路の確認を促進した。（約 52万人参加）〔再掲〕 

  ○ 報道機関と連携し，テレビ・ラジオ等を通じた定期的な広報を実施し，これら 

の確認を促した。〔再掲〕 

  ○ 土砂災害警戒区域等の指定に係る基礎調査を，99小学校区で実施し，指定地域 

住民への説明会を 55小学校区で実施した。また，基礎調査の結果や指定区域の情 

報等をホームページに掲載して周知した。 

 

（２）災害発生の危険性をいち早く「察知する」 
 
 〔自主防災組織，県消防協会，県女性防火クラブ等〕 

  ○ 災害発生の危険性を察知した時や，行政等が発表する防災・避難情報を入手し 

た時には，固定電話に携帯電話を加えた情報伝達連絡網に加え，近隣への避難を 

呼びかけるなど，地域内への伝達体制の構築に取り組んだ。〔再掲〕 

  ○ 行政等が発表する防災・避難情報の伝達手段及び住民の自主避難体制の構築等 

の必要性を，市町の消防団幹部等の入校時や会議等において，繰り返し周知した 

〔県消防協会〕 

 〔広島大学〕 

    気象情報や防災情報が素早く入手できるよう，学内電子掲示板で，学生・職員 

に対し，県防災 Web を周知や，防災情報メール（県・市）の登録を呼びかけた。 

 〔通信事業者〕 

    携帯電話販売店に「防災情報メール」説明用チラシを配置し，携帯電話の更新・ 

新規購入者への登録を促進した。 

 〔県歯科医師会〕 

    医療機関の待合室等に，テレビやモニターを設置し，医療機関を受診した方に 

気象情報・避難情報を提供した。 

 〔県商工会連合会，通信事業者，県バス協会等〕 

    事業者団体は会員事業者に対し会議等の機会を利用しながら，事業者は従業員 

に対しイントラネット等を活用しながら，各主体がそれぞれの方法で，防災情報 

メールの登録を働きかけた。 

 〔放送事業者等〕 

  ○ 大雨や台風，大雪などで警報及び避難勧告が出た場合，ニュース，速報やＬ字 

放送で情報を提供した。 
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  ○ 豪雨や台風，地震などの災害時には，テレビ・ラジオだけでなく，データ放送 

やホームページなども活用し，ライフライン情報も含めたきめ細やかな情報を迅 

速に提供した。 

  ○ 読者を中心とした「ちゅーピーメルマガ」受信者に対し，避難情報や地震発生 

情報などを電子メールで提供した。（（株）中国新聞社） 

 〔広島地方気象台〕 

    避難行動の判断材料となる気象情報，河川情報及び避難情報の意味と，とるべ 

き行動，並びに情報の入手手段について，あらゆる機会を通じて周知した。 

 〔市町〕 

  ○ 防災行政無線，防災情報メール，ホームページ，ＳＮＳ（ツイッター，フェイ 

スブック），テレビ（データ放送を含む。），ＦＡＸ（聴覚障害者用），緊急速報メ 

ール，サイレン，広報車等，様々な媒体を通じて，避難勧告等の避難情報を伝達 

した。 

  ○ 防災教室，出前講座，防災訓練，広報誌，広報番組，ホームページ等を通じて， 

防災情報メールの登録を促進した。 

 〔県〕 

  ○ 広報誌，広報番組，防災イベント等を通じて防災情報メールの登録を呼びかけ 

た。〔再掲〕 

  ○ 防災 Webやテレビのデータ放送等，あらゆる情報伝達手段による防災・避難情 

報等の周知に努めた。〔再掲〕 

 

（３）自ら判断して適切に「行動する」 
 
 〔自主防災組織，県消防協会，県女性防火クラブ等〕 

    防災訓練や防災研修会を開催した他，地域の各種団体と連携して地域の特性を 

踏まえた防災訓練を実施した。〔再掲〕 

 〔県社会福祉協議会〕 

    「広島県『みんなで減災』一斉地震防災訓練」に参加し，メーリングリストを 

活用した情報受発信及び安否確認を実施した。 

 〔県ＰＴＡ連合会〕 

    防災訓練の参考とするため，ＰＴＡ組織として取り組んでいる，地域の地震・ 

津波避難訓練等への参加事例を収集した。 

 〔事業者〕 

  ○ 災害時の安否確認訓練や参集訓練，避難訓練等に取り組んだ。 

  ○ 社内における帰宅支援対策として，「災害時初動マニュアル」の内容確認の周 

知や，帰宅支援マップの配布やイントラネットへの掲載を行った。 

 〔放送事業者〕 

  ○ レギュラーニュースの天気予報内や番組の防災企画等で災害への備え，災害時 

にどう行動すべきかを啓発した。 

  ○ 放送番組を通じて，避難行動につながる情報を伝達した。 
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 〔市町・県〕 

    防災教室，出前講座，住民説明会等で，災害から命を守るために必要な行動（災 

害の種類応じた自らの判断による避難行動（垂直避難，高台避難等））や，危険を 

感じた時は避難勧告等の有無にかかわらず避難行動を行うことの周知等を行った。

さらに，総合防災訓練等で適切な避難行動の確認を促した。 

 〔市町〕 

  ○ 自主防災組織等のまちあるきや防災マップ作成を支援するため，防災士等の防 

災専門家や職員の派遣を行った。 

  ○ 自ら判断して避難できるよう，全町民を対象とした避難訓練を実施するととも 

に，いち早く避難所を開設する体制を整備した。 

 〔県教育委員会〕 

  ○ まち歩きや防災マップの作成による災害危険箇所等の確認，一斉地震防災訓練 

への参加や避難行動の確認を促した。 

 〔県〕 

  ○ 全県民を対象とし，地震・津波を想定し，地震発生時において身を守るための 

「一斉防災訓練（11/4）」を実施した。（約 64万人参加）〔再掲〕 

  ○ 報道機関等と連携し，災害時の適切な行動等について周知した。〔再掲〕 

 

（４）防災教室や防災訓練などで「学ぶ」 
 
 〔自主防災組織，県消防協会，県女性防火クラブ等〕 

  ○ 地域や行政と連携し，まちあるきや防災マップの作成等を通じて，地域の災害 

危険箇所，避難場所や避難経路などを確認した。〔再掲〕 

  ○ とんどでの消火訓練や炊き出しなど，地域で日常的に行われている行事に合わ 

せた防災訓練を実施した。〔再掲〕 

 〔県社会福祉協議会〕 

    市町社協が災害ボランティアグループと連携して，防災の意識啓発グッズ（防 

災かるた，すごろく，防災ずきん等）を作成し，その活用方法について研修会等 

で周知した。 

 〔通信事業者〕 

  ○ 自治体の防災訓練への参加時や，自社のスマホ教室，ホームページ等で，災害 

用伝言板サービスなどの連絡手段を周知した。 

  ○ 防災訓練やホームページ等において，緊急速報メールが発信される状況や情報 

の内容等について周知した。 

 〔県バス協会〕 

    学ぶ場として，主催する「ひろしまバスまつり」で，「みんなで減災」県民総 

ぐるみ運動を周知するためのブースを提供し，推進大使による「家族で学ぶ防災 

教室」の開催に協力した。 

〔事業者団体〕 
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    会員事業者を通じ，従業員に対し，防災教室や防災訓練への積極的な参加を呼 

び掛けた。 

 〔放送事業者等〕 

  ○ 「８．２０広島土砂災害」や「南海トラフ地震」などをテーマとする放送番組 

を通じて，防災・減災について考えるきっかけとなる情報を提供した。 

  ○ 防災・減災に関する情報をホームページに掲載し，常時閲覧できるようにした。 

  ○ 過去の災害等から学ぶきっかけとして，ニュース記事，連載や特集などで，様々 

な角度から，土砂災害警戒区域等の指定や被災者支援などを検証し，報道した。 

（（株）中国新聞社） 

 〔広島地方気象台〕 

    企業・団体等が開催する防災気象情報に関連する研修，講演等に，職員を派遣 

し，普及啓発を実施した。 

 〔中国地方整備局〕 

    防災・河川環境教育の取組強化として，教育現場と連携・協力し，学校現場で 

の地域の防災マップ作成などを支援した。 

 〔市町〕 

    防災知識の習得や，防災マップの作成による災害危険箇所の確認等のため， 

   自主防災組織，企業，学校等を対象とした防災講演会，防災研修，防災教室等を 

開催した。 

 〔県教育委員会〕 

  ○ 学校における防災教育の推進のため，教職員研修の実施や，学校安全担当者を 

対象に避難所運営を想定したＨＵＧ（避難所運営ゲーム）を使用しての図上訓練 

の実施等に取り組んだ。 

  ○ 「防災教育の手引」など，共通の教材を活用して，災害危険箇所，避難場所， 

避難経路等の確認について，全学校及び家庭で取り組むよう働きかけた。 

○ 町内会，自主防災組織，地域と連携した防災訓練や，中国地方整備局など専門 

機関と連携した防災教育の推進に取り組んだ。 

 〔県〕 

  ○ イベント会場や商業施設等において，「みんなで減災」推進大使による気象や 

防災に関する講演会や防災教室等を実施した。〔再掲〕 

  ○ 「ひろしま土砂災害を知る・学ぶ・伝える」ポータルサイトを開設し，地域の 

災害伝承の取組を支援したほか，「砂防出前講座」を実施した。〔再掲〕 

  ○ 過去の土砂災害に関する写真や体験談などを記録・公開する「地域の砂防アー 

カイブ」に，新たに 8.20広島土砂災害等に関して，地域住民から提供された写 

真等を登録した。 

 

（５）非常持出品を準備するなど災害に「備える」 
 
 〔自主防災組織，県消防協会，女性防火クラブ等〕 

  ○ 避難場所までの避難が困難な場合などに備えて，地域で一時緊急退避施設（商 
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業施設，駐車場，マンション，社宅等）を確保した。〔再掲〕 

  ○ 会合などの機会を捉え，非常持出品（非常持出袋）の備えを呼びかけた。 

〔再掲〕 

 〔県社会福祉協議会〕 

    市町社協における被災者生活サポートボランティアネットワーク向けに，災害 

に備えるための支援として，市町のＦＭ等と連携し，定期的な防災情報の発信等 

を行った。 

 〔広島大学〕 

    定期的に衛生管理者等による巡視を行い，学校施設内設備の転倒防止対策や避 

難経路の確保等を確認し，改善を行った。 

 〔事業者〕 

    社内の設備の転倒防止対策や避難経路の確保，社内の主要拠点に災害時の備蓄 

を積み増す等，社内の備えの充実に取り組んだ。 

 〔株式会社ＮＴＴドコモ中国支社〕 

    家庭での災害への備えとして作成した「ドコモ防災ハンドブック」を各自治体 

の防災訓練・啓発イベントで，また，防災週間の期間は中国地方の全てのドコモ 

ショップでも配布した。 

 〔県バス協会〕 

    南海トラフ地震に備え，運行経路にある避難場所を事前確認できるマップを 

バス会社において作成した。 

 〔放送事業者等〕 

  ○ 災害発生の危険性が高まる梅雨・台風シーズンや，過去の災害発生日に合わせ， 

ニュース番組や特別番組などで取り上げ，防災・減災に関する注意喚起を行った。 

  ○ 防災・減災に関する情報をホームページに掲載し，常時閲覧できるようにした。 

〔再掲〕 

  ○ ９月１日の防災の日に合わせ，番組で防災・減災に関するアイデアを募集し， 

有用なものを番組内で紹介した。（広島エフエム放送（株）） 

 〔市町〕 

  ○ 出前講座，防災訓練，ホームページ等を通じて，懐中電灯，着替え，常備薬な 

どの非常持出品の備えや，その消費期限の確認の必要性について周知した。同様 

に，家具の転倒防止等についても周知した。 

  ○ 地域における防災活動活性化のため，地域の防災リーダーを育成する防災リー 

ダー育成講座等を開催した。 

 〔県〕 

  ○ 協賛企業・団体の協力を得て，「みんなで減災」備えるフェアを開催（※）し， 

ホームセンターなどの生活に身近な場所において，非常持出品の特設コーナーを 

設置するなど，非常持出品として備えるべきものや，ローリングストック法と 

いった備え方の工夫などを周知した。〔再掲〕 

 （※）平成 28 年８月 27 日（土）～９月 11 日（日）32 企業・団体（1,604 店舗） 

    平成 29 年３月４日（土）～３月 20 日（日・祝）33 企業・団体（2,168 店舗） 
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 ○ 広島県建築物防災週間等の機会を捉え，耐震化等，建築物の防災に関する相談窓 

口を設置し，住宅耐震化の意識啓発に取り組んだ。 

 ○ 自主防災組織の設立や活性化を担う全県的な人材を育成する自主防災アドバイ 

ザー研修を実施したほか，指導力の維持・向上のためのスキルアップ研修を実施し 

た。 

 

４ 推進会議の運営 

   広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動条例に基づき設置された，広島県「み

んなで減災」県民総ぐるみ運動推進会議（以下「推進会議」という。）を開催（平

成 28年４月）し，それぞれの主体による平成 27年度の取組や，平成 28年度の取

組について，情報共有した。 

   また，11月と平成 29年３月に幹事会を開催し，それぞれの主体による平成 28年

度の取組状況や 29年度に行う取組について情報共有し，構成機関の連携した取組

について意見交換を行った。 

 

５ 県民意識調査 

   平成 27年度及び 28年度の取組の成果や課題を把握するため，２度（平成 28年

８月及び平成 29年２月）の「県民意識調査」を実施した。 
 

（１）第１回調査（平成 28年８月実施） 

   ・対 象 者：県内在住の満 20歳以上の男女 10,000人 

   ・有効回答数：5,483件(回答率:54.8％) 
 

（２）第２回調査（平成 29年２月実施） 

   ・対 象 者：県内在住の満 20歳以上の男女 5,000人 

   ・有効回答数：2,769件（回答率：55.4％） 

 

 （参考）県民意識調査結果等の推移 

行動計画に掲げる成果指標項目 
調査結果 

H32(目標) 
H26 計画策定時 27年度実績 28年度実績 

災害の種類に応じた避難場所･
避難経路の確認した人の割合 

13.2％ 27.0％ 54.0％ 60.5％ 60.0％ 

県，市町の防災情報メールを登
録している人の割合※１ 

8.4％ 10.4％ 11.3％ 11.3％ 40.0％ 

防災教室・防災訓練へ参加した

人の割合 
35.1％ 30.7％ 32.9％ 36.8％ 60.0％ 

非常持出品を用意している人

の割合 
52.8％ 51.5％ 65.9％ 67.6％ 60.0％ 

自主防災組織率※２ 84.8％ 88.6％ 90.7％ 91.8％※3 95.0％ 

※１ 県及び市町の「防災情報メール」への登録件数を 20 歳以上の人口で割った数値 

※２ 県内市町への個別調査による数値 

※３ 速報値 


